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代表取締役副社長の植木でございます。
本日はお忙しいところ、ご出席いただき、ありがとうございます。

2018年3月期 第1四半期決算実績の概要、及び取り組み状況について、
私からご説明いたします。
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最初に、全社連結実績について概要をお話しいたします。

受注高及び売上高につきましては、Dell Services部門の譲り受けによる北
米事業の拡大及び海外グループ会社の決算期統一影響もあり、対前期比で
それぞれ大きく増加しております。

一方、営業利益につきましては、金融及び法人・ソリューションの増収に伴う増
益等により、全社実績としても対前期比47億円の増益となっており、好調な決
算となりました。

なお、当期においては受注高、売上高、営業利益ともに為替影響はほとんど
出ておりません。

続きまして、各項目について、増減の内訳をご説明いたします。
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まず、受注高でございます。

全社では、対前期比746億円の増加となっておりますが、この主要因はグロー
バルにおいて先ほどご説明した、 Dell Services部門の譲り受けによる北米事
業の拡大及び海外グループ会社の決算期統一影響によるものです。

また、公共・社会基盤では中央府省向けの大型案件を獲得することができま
した。

金融については、前期において大型案件の受注があったため、その反動減でマ
イナスとなっておりますが、これは想定通りの動きです。

法人・ソリューションについても、製造業を中心とした確実な案件の獲得により
受注高は増加しております。
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次に、売上高でございます。

全社の対前期比1,482億円の増加のうち、その大部分はグローバルによるも
のであり、これは受注高と同じ要因で大幅に増加しております。

公共・社会基盤については前期の中央府省向けサービスの反動減による減
収となっておりますが、こちらも想定通りです。

金融については、前期に受注した銀行向けビジネスが売上増として寄与してお
り、法人・ソリューションについても、デジタル関連ビジネスに加え、製造業向けビ
ジネスが拡大しております。
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次に、のれん償却前の営業利益です。

公共・社会基盤は減収等による減益となっております。

金融につきましては、増収に加え、前期に有形固定資産の減価償却方法を
定率法から定額法に見直した影響で償却費が減少していることから、増益と
なっております。

法人・ソリューションは増収等による増益、グローバルにつきましては受注高、
売上高の動きと同様、Dell Services部門の譲り受け及びグループ会社の決算
期統一影響等により増益となっております。
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国内の各分野については、これまでのスライドでご説明しましたので省略させて
いただきます。
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グローバルにつきまして、受注高、売上高、のれん償却前の営業利益について
はご説明した通りで、EBITAについても同様の要因で大きく増加しています。

なお、セグメント利益が対前期比43億円のマイナスとなっているのはDell 

Services部門の譲り受けに伴うインテグレーションコストが48億円発生している
ためです。
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続きまして、第１四半期の主な事業トピックスを簡単にご説明いたします。
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まず、公共・社会基盤分野ですが、事業戦略としては、政府・インフラ企業の
基幹業務のシステム更改を確実に獲得しつつ、これまでのノウハウを活用した国
内・海外での案件創出をめざしています。

そのような戦略に沿った取り組み事例として、3件ご紹介しております。
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次に、金融分野ですが、事業戦略としては、国内外における決済の高度化へ
の対応、技術革新・規制緩和を契機とした新規サービスの創発、新たなサービ
ス形態やお客様の海外進出加速など、お客様の環境変化を背景としたビジネ
ス拡大等による成長をめざしています。

そのような戦略に沿った取り組み事例として、２件ご紹介しております。
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法人・ソリューション分野では、事業戦略として、デジタルの活用やグローバルで
のニーズ等、お客様における事業環境の変化に対応し、デジタル領域における
先進技術・ノウハウや実績をベースにビジネス拡大を進めております。

そのような戦略に沿った取り組み事例として、２件ご紹介しております
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グローバル分野においては、Dell Services部門の譲り受け後、グループ各社
がグローバルで連携し、それぞれが持つ強みやリソースを結集することによって、
サービス提供力の向上を図るとともに、M&A戦略も引き続き推進し、さらなる
ローカルプレゼンスの向上をめざしております。

第１四半期の取り組み事例としては、M&A実施案件を2件記載しておりま
す。
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最後に、技術革新統括本部です。
激しい競争に打ち勝つため、システム開発の高速化、高品質化等「生産技
術の革新」に関して引き続き重点的に取り組むと同時に、AI、IoT等の新しい技
術トレンドを積極的に取り入れる「最先端技術の活用」にも取り組んでおりま
す。
第１四半期の取り組み事例を、2件記載しております。

以上、事業トピックスについて、簡単ではありますが、ご紹介させていただきまし
た。

これにて、私の説明を終了いたします。ありがとうございました。
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